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1、はじめに一90年代までの広告規制変化の概要
　わが国の広告活動は，「不当景品類及び不当表示防止法（以下「景品表示
法」とする）」をはじめとした各種の法律による規制，業種ごとに制定されて
いる表示や景品に関する公正競争規約u〕などで制約を受けている。さらに，広
告主，広告媒体社，広告会社，およびこれらの団体等が制定する自主的な広告
活動のルール，媒体への広告掲載（放送）基準，倫理規定なども存在し，広告
活動に何らかの制限を加えるものとなる。
　昨今，あらゆる業界において見られる規制緩和の動きは，当然のことながら
広告業界にも現れている。1980年代後半からの広告規制の変化を見てくると，
そのほとんどが規制緩和といえるものであった。
　1－1　規制緩和の事例
　工987年4月に公正取引委員会は「比較広告についての景品表示法上の考え
方」を発表した。これは，別名「比較広告ガイドライン」と呼ばれ，日本で比
較広告を行うことは合法である旨を確認するものであった。比較広告とは，公
正取引委員会の定義によれば「自己の供給する商晶又は役務（以下「商晶等」
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という）について，これと競争関係にある特定の商品等を比較対象商品等とし
て示し（暗示的に示す場合を含む），商品等の内容又は取引条件に関して，客
観的に測定または評価することによって比較する広告」となる。問題になるの
は，競争相手の商品やブランド名を，明示的であれ暗示的であれわかるような
形にして，自社ブランドと比較し，自社ブランドがすぐれていると示すような
広告である。適切に使われれば，比較広告は消費者の選択の幅を広げ，競争に
よって商品の価格を下げると言われる。かつての日本の広告主は，競争相手を
引き合いに出すことが相手の誹議申傷と受け取られることを嫌い，公正競争規
約などに比較広告を禁止する項目を設けている業種もあった。しかし，比較広
告ガイドライン発表後の現在では，これを禁止する公正競争規約は認められな
い。
　1980年代，大量の日本車やVT　Rなどがアメリカに輸出され，日米貿易摩擦
という言葉が頻繁にマスコミに登場した。目本企業はアメリカではアメリカ流
の広告活動を行い，アメリカの消費者を刺激した。その刺激には比較広告とい
う手法が含まれていたことは当然である。一方，アメリカ企業がアメリカ製晶
を日本の消費者に買わせたいと考えたとき，日本国内でほとんど比較広告が使
われていない事実が注目され，日本では法律的に比較広告を禁止しているので
はないかという誤解がもたれたようである。
　比較広告ガイドラインは，このような事情を背景として，「比較広告は合法
的な活動である」ということをあえて宣言したものである。当時から広告業界
では，外圧がきっかけとなって比較広告にゴーサインが出たものといった解釈
されていた。
　比較広告ガイドラインと時を同じくして，アメリカ流の販売促進手段である
クーポン広告が日本でも使えるようになった。この場合のクーポンとは，特定
の商晶を購入するときに，その商晶のクーポンを小売店に持参すると，券面に
書いてある金額だけの値引きを受けることのできる券である。クーポンが付い
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ている広告をクー’ポン広告という。アメリカの消費者は，新聞折り込み広告に
ついてくるクーポンを整理して財布に入れてお、き，買い物の際にこれを使って
値引きを受ける。クーポンによって，消費者は，新しい商晶を試してみる気に
なったり，愛用している商晶を小売店頭の価格より安く手に入れることができ
るのである。
　1987年6月に「雑誌業における景品類の提供に関する公正競争規約」が改正
され，雑誌にクーポン付き広告を掲載することが可能になった。また，1990年
9月には「新聞業における景品類提供の禁止に関する公正競争規約」にもとづ
いて，クーポン広告に関する規約が設けられ，新聞紙面および新聞折り込み広
告にク・一ポン広告をつけることが可能になった。
　比較広告もクーポン広告も，アメリカでは広く使われている広告表現手法，
販売促進手段である。日本でも業界の憤行や意識を修正して，自由に使えるよ
うにせよという外圧をきっかけとした解禁であった。ところが，実際の市場で
は，比較広告，クーポン広告はそれほど頻繁には使われずにすセに10年以上が
経過している。最近では，「比較」表現を使ったテレビコマーシャルもかなり
登場しているが，本来の目的である「商品等の内容又は取引条件に関して，客
観的に測定または評価することによって比較する広告」というよりは，むしろ
ユーモア表現の一つとして使われることも多くなっているようである。’クーポ
ン広告に関しては，新聞紙面で時折見かけるものの，小売店からメーカーへと
いうクーポン回収システムが整憶されていないこともあって，ほとんど利用さ
れていないといってもいいだろうω。
　銀行の広告活動も，1990年代に規制が緩和された例としてあげることができ
る。かつて全国銀行協会違合会u（全銀協）は「広告等の合理化措置」において，
各行が個別に行う広告に大幅な自主規制を加えていた。一例えば，各行が利用で
きる媒体としては，新聞・雑誌，隼鑑，店舗敷地内の看板，一ショーウインドー
などに限定し，テレビやラジオの利用は認めなかった。新聞や雑誌など利用可
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能な媒体でも，広告スペースの大きさが制限され，決して自由な広告ができる
ものではなかった。1989年以前，テレビで認められていた銀行のコマーシャル
は，個別銀行のものではなく，ボーナス時期などに行われる全銀協，あるいはI
各地銀行協会によるものだけだった。
　もちろん，1980年代においては，預金金利や各種手数料など実質的にどこの
銀行でも違いがなく，競争原理の働きにくい状態であり，各行の個別広告は知
名の維持や店舗の識別程度に使われれば十分であったという事情もある。
　金融の自由化を前提に，第一段としての規制緩和が行われたのは1989年6月
で，この時点で，個別銀行が新聞広告に使えるスペースがそれまでの全5段相
当から全10段相当に拡大，翌1990年6月1日からはラジオ・コマーシャル，
199ユ年1月からはテレビ・コマーシャルが解禁となった。放送媒体での広告が
解禁された当初は，番組提供は禁止されており，スポットCMのみであったし，
1局あたりの放送可能秒数などにも制限が設けられていたが，1993年に「銀行
業における表示に関する公正競争規約」が認定されからは，基本的に自由な広
告活動が可能になっている（3）。例えば，他行との違いを強調する比較広告も理
論的には可能である。
　1996年4月の景品規制の緩和も，広告関連の規制として取り上げておくべき
ものである。「景晶表示法」は，昭和30年代から各種の景品提供キャンペーン
が加熱し，景晶の金額が高額化して，いたずらに消費者の射幸心をあおるとい
う社会的批判が高まったことも制定の一因であったとされている。「景品表示
法」の中では，販売促進活動として提供できる景品類の最高限度額などが規定
されているわけではなく，各種の告示類に詳細が定めてあるω。1996年まで適
用されていた景晶最高限度額は1977年に定められたものであり，物価上昇など
から，限度額内では魅力的な景品類の提供ができなくなっていることや，消費
者が成熟して各自の価値判断ができるようになっていることなどから，景品類
の最高額を緩和することが提案された。
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景品規制の緩和で話題になったのは，取引に付随しない，すなわち商品購入
等を条件としないで応募できるいわゆるオープン懸賞の最高限度額が1000万円
に増額されたということである。従来の上限はユ00万円だったので，一挙に1O
借の景品が提供できることになり，1996年4月には，話題性をねらった1000万
円の景品や現金が当たるキャンペーンを知らせる広告が，新聞やテレビに登場
した。
　ユー2　規制強化の事例
　規制を緩和する動きはさまざまな業界や広告手法においてみられたが，規制
を強化する動きは数としては多くない。その申で，たばこ業界の自主規制は，
規制強化の例としてあげることができる。たばこ自体は，合法的な商品として
販売されているが，近年，たばこのもたらす害についての関心が高まっている。
アメリカでのたばこ訴訟問題なども話題になって，嫌煙運動という言葉も生ま
れている。日本ではたばこに絡む訴訟はまだ表に出ていないが，若年層や女性
の喫煙者が増加傾向にあることについて，たばこの広告の影響があるのではな
いかと指摘されることもあった。
　社団法人日本たばこ協会は，これまでにもたばこのテレビコマーシャル放送
時聞を段階的に縮小するという自主規制を行っていた。すなわち，1989年1月
に朝5時から夜8時54分までを禁止時問帯と定めたあどで，禁止時間帯を1990
年4月には夜9時54分まで，1991年4月には夜10時54分までに延ばし，1995年
10月からは土曜，日曜のテレビ，ラジオ広告を自粛することとした。さらに
r998年4月からは，すべてのたばこのブランドのテレビ，ラジオのコマーシャ
ルを中止するという自主規制である。たばこの広告で現在テレビに登場してい
るのは，個別のブランドと関係なく，喫煙のマナーを訴える広告だけになった。
これは，・喫煙者だけでなく喫煙者周辺にも影響を与えるたばこという商品の社
会的な意味を考慮した上，業界としての自粛姿勢を見せたものと考えられる。
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しかし，現状としてはたばこの広告がまったく姿を消したわけではなく，例え
ば，屋外広告や交通広告等では以前より多く登場しているようでもある。
2．最近の広告規制の変化
　21世紀を目前に控え，日本の広告活動には新たな動きが見られるようになっ
た。ここ1年以内に行われた広告規制の緩和や強化の例を通して，最近の広告
規制の変化を追ってみたい。
　2－1　東京都の車体利用広告規制の緩和
　2000年4月1日から，東京都内を，広告がプリントされたフイルムで車体を
まるごとラッピングした都営バス（通称ラップバス）が走り始めた。このラッ
プバスは，新しい広告媒体として注目を集め，その広告収入にも期待が高まっ
ている。従来，都内を走る路線バスや路面電車に認められていた第三者広告物
｛5〕は，スペースに大きな制限があった㈲。本年4月1日付けで改正された「東
京都屋外広告物条例」および「同施行細則」17〕によると，広告に利用できるス
ペースは「車体底部を除く全表面積の十分の三の面積又は三十平方メートルの
いずれか小さい面積を超えないこと」とされ，従来の10倍以上のスペースが認
められることとなった。ラップバスは，広告スペースの拡大を基礎として使わ
れるようになったものである。
　路線バスの広告スペースの大型化は，石原慎太郎都知事の就任当時からの公
約であった。首都東京を走る路線バスは，立体的で巨大，しかも都内をくまな
く移動する媒体として歩行者や他の車両利用者にとっても圧倒的な迫力を持つ。
従来認められていた広告スペースを拡大し，また形状に変化を加える可能性を
認めることが，広告媒体としての可能性を大きく広げるものであることは当然
である。都営バスの赤字を広告収入によってカバーしたいという都の財政事情
も背景にあったことは否めない。しかしその一方で，都市景観や交通安全とい
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う点からの配慮も必要であると指摘されていた。
　1999年7月に，都知事から車体利用広告規制のあり方について諮問を受けた
東京都屋外広告物審議会は，①都市景観との調和，②交通安全の確保、③技術
革新への対応などの点から規制の見直しを検討した。
　同審議会の中問答申によると，①都市景観との調和については，車体広告に
限らず広告物が周囲の環境に及ぼす影響に十分配慮する必要性を指摘し，広告
物の総量を抑制する総量規制の考え方を支持はしているが，現行の路線バスの
広告スペースの小ささや矩形のパネルにはめ込む単純な形式はあまり評価して
いない。むしろ広告面積を拡大しつつ，デザイン的にすぐれた広告が掲出され
るこ一とによる都市景観の形成に期待するものとなっている。
　②交通安全の確保については，交通事故の発生原因として，脇見運転，前方
不注意があげられるが，特に近年の携帯電話やカーナビゲーションの出現が，
事故を起こす要因になっていることも指摘し，新たな車体利用広告が交通安全
の支障にならないよう，禁止広告物を明示する必要性を指摘している。
　③技術革新への対応とは，広告物制作の技術革新にどう対応するかというこ
とである。近年，新しい接着剤の閑発や印刷技術の発達により，車体をラッピ
ングして貼り替えることの可能な粘着シート類が登場している。この粘着シー
トには，コンピュータによって精密で美しいグラフィックスや文字等を印刷す
ることができる。都内の路線バスには広告スペースに厳しい規制が適応されて
いるが，規制のない他県市で登録された箪両にこういった技術革新を利用した
ラップバスが出現しており，それが都内を走行しているという現実もあった。
都内の路線バスのみを規制しても，実際には他県市から流入する車両を排除す
ることは不可能で，規制そのものがあまり意味をなさない状態になっていた。
そこで，すでに登場している技術に対応して，現実性のある規制を展開する必
要が指摘されている。
　2000年4月1日付けで改正された「東京都屋外広告物条例施行細則」では，
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車体利用広告の表示面積を拡大しただけでなく，都市景観の維持や交通安全の
確保をねらって，禁止広告物も明示されている｛8〕。
　2－2　弁護士広告の白由化
従来，弁護士の業務広告は，「日本弁護士違合会会則」「弁護士の業務の広告
に関する規定」「弁護士の業務の広告に関する規則」で規制されていた。これ
らの規定は，利用できる広告媒体は7種類9〕，広告できる基本的事項としては
u項目虹⑪のみに限定するものであった。例えば，テレビやラジオを使った広告
や，名刺に写真を載せることも禁止事項になっていた。
　しかし，弁護士広告規制の根拠は，必ずしも合理的なものとは言えない。ま
ず，大多数の弁護士の認識においては，顧客を強力に誘引する手段への二一ズ
がなかったこと，しかも，弁護士という職業はプロフェッションであって，ビ
ジネスではなく，商業化に身を任せるべきではないという感覚があったといわ
れる。広告を自由化すると，弁護士業務がビジネス化し，弁護士の品位を低下
させ，市民の信頼を損なうことになるという広告反対論である。
　しかし，一般市民の立場では，弁護士に何かを依頼する状況はそれほど頻繁
にはなく，どのような場合に弁護士が必要になるのか，弁護士は何をしてくれ
るのか，どこにどのような弁護士がいるのか，費用はどのくらいかかるかなど，
すべてがブラックボックスなのである。広告を通して一般市民に不明な点が明
らかになるのであれば，広告は価値の高い情報ということになり，決して弁護
士の品位を低下させるものとは考えられない。従来の広告規制は，消費者保護
を念頭に置いたものではなく，むしろ弁護士同士の競争をできるだけ抑制する
ために存在していたと考えられても否定できないだろう。
　このような広告規制に対し，日本弁護士連合会内部でも，弁護士を市民に
とって身近で利用しやすいものにするため，弁護士へのアクセス障害の克服を
重要課題とし，1994年から弁護士業務対策委員会に弁護士業務改革6カ年計画
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の策定を諮問していた。ようやく受け手の利益を考えた情報の提供に弁護士の
視線が向けられたということである。同委員会は1999年5月，弁護士の業務広
告見直しについての最終答申書を示し，そこでは「弁護士による法的サービス
を受けるために必要かつ十分な内容と量の情報を広く国民一般に提供するとい
う視点にたって，弁護士の業務広告を原則として自由化する」ことが求められ
た。従来の原則禁止からの大転換と見ることができるだろう。
　弁護士の業務広告原則自由化といっても，最終答申書では次の6項目にあた
る広告は市氏の利益が害されるものとして制約されている。すなわち，①弁護
士の品位または信頼を損なうおそれのある広告，②客観的事実に合致していな
い広告，③誤導・誤認のおそれのある広告，④誇大または過度な期待を抱かせ
る広告，⑤特定の弁護士または法律事務所と比較した広告，⑥法令に反する広
告，または本規定以外の本会もしくは所属弁護士会の会則，会規に反する広告
である。
　他の業種には認められている比較広告がここでは禁止されているとはいえ，
従来の規制と比べれば大幅な進歩が見られたと言っていいだろう。日本弁護士
連合会では会則の改正案を2000年3月25日に決定し，10月から施行することと
している。
　2－3　医業・歯科医業の広告の規制緩和への動き
　厚生省は，2000年10月から，介護保険サービスについての医療機関の広告規
制を緩油することとしたo頸。当面は介護保険サービス関連の医療機関に限定し
た広告規制の緩和であるが，これまでほとんど自由な広告活動の見られなかっ
た医業・歯科医業の広告にも，このように規制緩和から自由化へという動きが
具体的に見えるようになった。
　現在，医業・歯科医業は，「医療法」によって広告できる項目が厳しく制限
されている胸。しかし，弁護士広告同様，この制隈の根拠は必ずしも明確では
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ない。患者の立場では，どこの病院・医院に行けば專門的で納得のいく治療を
受けられるか，特定の治療や手術の得意な医師の存在などの情報を，広告から
知ることができれば非常に有益なはずである。最近のように，大病院での医療
ミスが頻発する状況は，安心して治療を受けられる病院への切実な二一ズにも
なることだろう。患者からもこれまでにもまして医療情報が必要とされている
のが現在である。
　ところが，医療機関はこれまで「医療法」の制限にしばられ，実質的な広告
活動を行っておらず，他の医療機関と競争したり，広告で患者を誘引するよう
なことはほとんどなかった。医学的專門知識の乏しい患者に対して，たとえ事
実だとしても，専門的医療惰報をそのまま広告として提供することが，必ずし
も有益な情報提供になり得ないということも考えられる。情報提供のしかたに
よっては患者を混乱させることもあるし，不当な内容の広告によって患者の命
にかかわるおそれもある。とはいえ，こういった考え方の根底には，「医は仁
術であり，広告活動の対象となるようなビジネスではない」という発想があっ
たといえるだろう。
　しかしながら，すべての医療機関が，情報提供に対して消極的であったとい
うわけではない。近年，インターネットのホームページを使って，捷供できる
医療サービスや設備，施設，担当の医師に関する情報などを公開している医療
機関が多くなっている。ホームページで公開されている内容は，医療法で定め
る広告可能な事項をはるかに越えたものであることがほとんどである。今や患
者は，情報探索の意欲さえあれば，特定の病気治療を専門とする病院・医院を
インターネットで日本中から探しだすことができる。NTTの職業別電話帳
「タウンページ」も，近く医療機関のホームページUR　Lを掲載することを検
討しているという㈹。
　ホームページが広告であるかどうかについては，徴妙な問題でもある。日本
の広告費推計を行っている広告会社の電通によると，インターネット広告とは
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「独立したコンテンッを持つメディアで，広告スペースの取引に対する料金体
系が明確化されているもの」と定義され，企業や組織，個人が自分で開設して
いるホームページは媒体を使った広告とは見なされていない。しかし，イン
ターネット広告の代表として，サーチエンジンなどに掲出されているバナー広
告血4は，それだけで完結するのではなく，通常はそこからジャンプしてホーム
ページ上の情報を読んでもらうことに意味がある。インターネット利用者から
見れば，バナー広告とそれに続くホームページは薄然一体となった広告活動と
とらえられる。
　ホームページ上で提供される情報も，利用者から見れば広告類似情報として
とらえられるものの，厚生省はこれを広告とは見なさないといっている。「医
療法のいう広告とは，特定多数の人に表示する看板や新聞広告などを指し，利
用者が自分の意思で検索して開くインターネットのホームページは該当しな
い」というのがその見解である㈹。厚生省自体は，1996年4月の医療審議会の
答申による「情報提供の促進」を取り上げて，「客観性・正確性を確保しうる
事項については，広告事項として幅広く認めることが適当」と判断し，医療の
情報提供を促進する必要性を指摘していた。1999年12月には，病院などに医療
サービスの質の向上を促す「医療提供体制」見直し案もまとめている。見直し
案の中では，医療情報の提供強化として，広告規制の緩和，広告可能な項目の
拡大が提言されている06。
　現実的に，ホームページでさまざまな医療惰報が明らかになっている以上，
他の媒体での広告の制限は徐々に意味をなくしつつある。医療サービスの競争
を促進し，消費者に役立つ情報を提供するということに意義を見いだすなら，
近い将来，医業・歯科医業の広告規制も大幅に緩和されることになると思われ
る。
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　2－4　メディア側からの広告掲載拒否
　2000年1月4日付の『読売新剛朝刊1面に，「読売新聞社は，講談社発行
の『週刊現代』と徳問書店発行の『週刊アサヒ芸能』の新聞広告について『毎
号の広告内容に，新聞に載せるのにふさわしくない極めて過激な性表現が多数
含まれ，改善が見られない』と判断，読売新聞紙上への広告掲載を当分の間見
合わせる」ことを決めたという記事が掲載された。これに先立つ1999年10月，
読売新聞社は同社の「広告掲載基準」を改訂し，出版各社に対して広告審査を
厳しくする旨を伝えてあったoカ。
　新聞に広告を掲載するには，日本新聞協会が制定した「新聞掲載基準」や
「新聞広告倫理綱領」，さらに各新聞社独自の「広告掲載基準」による審査を
通る必要がある。読売新聞社の場合にも「読売新聞広告掲載基準」を定め，そ
れに基づいて広告原稿を事前に審査し，紙面掲載につなげている。各新聞社は
広告の営利性を考慮した上で，「新聞社の自主的判断によって不良広告や悪質
な広告主を排除」するために歴史的にこの種の審査が行われている。
　上記2誌は，最近，非常に過激な性表現を紙面およびその広告に載せていた。
電車の中吊り広告にも，同じように過激な広告表現が目立ち，特に女性からは
「目をそむける自由」すらないと批判され，「嫌煙権」ならぬ「嫌ポルノ権」
といった造語まで登場していた。関東地方の鉄道11社で構成される関東交通広
告協議会は，日本雑誌広告協会に対して過激な広告表現の自粛を求め，今後，
審査基準を強化する方針を伝えている⑱。朝日新聞社は，2000年1月1日に広
告掲載基準を改定し，掲載できない性表現を示した。毎日新聞社と産経新聞社
はどちらも1999年末に，性行為や生殖器を連想させる広告やセクハラ広告と思
われる言葉を使わないようにしようと出版各社に訴えた09．N　I　E（教育に新
聞を使おうという活動）大会でも，あまりにも扇情的な広告が掲載されている
新聞は，教育の現場に不適切であるという声もあがっていたという。読売新聞
社による2誌の広告掲載拒否宣言は，一番極端なものだったとはいえ，他の新
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聞社も同じような問題点を意識していたことはたしかである。
　読売新聞社は，「読者保護と品位維持のための広告掲載基準を持ちながら，
それを用いず基準に反した広告を漫然と載せ続けるなら，怠慢のそしりは免れ
まい」㈲とし，広告掲載の見合わせ（実質的な拒否）という結論を出した。こ
れに対し，『週刊現代』は，「表現の自由」を前面に出して誌面に反論を掲載し
ている。
　新しい広告主の広告を掲載，放送する際の媒体社は，広告主の信頼性や商品
の合法性などをチェックして臨むのが普通である。しかし，すでに取引を開始
している広告主に対し，何らかの合理的な理由があるにせよ，広告掲載を拒否
するということは，これまであまり例がなかった。掲載拒否はメディア側の自
主規制の一種ととらえることができる。この場合の根拠は，公器である新聞社
として，いくら自分たちが全責任を負う記事とは異なるといえ，広告による一
般消費者への好ましからざる影響を看過できなかったということである。自主
規制の根拠は，媒体社企業の倫理観といえる。
　広告表現には，最大の表現の自由を認めるべきであるという立場もある。表
現の自由を前面に出して考えるなら，どのよう，な表現であれ，非合法の商品，
違法な取引ではなく，広告で述べられているこ、とが事実であるのなら，認める
べきだということにもなるだろう。しかし，読売新聞社は掲載拒否という措置
をとった。消費者の成熟度の高い社会であれば，過激な雑誌広告の掲載を拒否
する新聞社があり，表現の自由を最大限に生かそうとする新聞杜がある状況は
好ましいものと考えられる。今後，どのような広告が掲載されているのかとい
うことが，読者の新聞選択基準となる可能性もある。
3．緩和・強化をもたらした要因
広告規制の根本には，①不当表示の排除，②消費者保護，③公正競争の維持
という3つの柱が想定できる。①不当表示の排除については，虚偽・誇大広告
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の禁止，優良誤認や有利誤認といわれる誤認の防止に代表され，適切な広告活
動の根幹ともいえる部分である。しかし，単に事実惰報であるというだけでは，
消費者に不利益を与えることも考えられる。重要な事実が隠されている広告な
どはこれにあたり，広告を規制するときに消費者保護を考慮しなくてはいけな
い理由となる。③公正競争の縫持は，例えば業界内で特定の広告主だけがぬけ
がけ的に問題のある広告・販売促進活動を行い，競争相手に不利益を与えるこ
とのないようにという意昧合いが強い。これら3つの柱を基本とした広告規制
は，1980年代までにある程度形を整えてきた。
　本稿で取り上げた事例は，主要な広告規制の変化に過ぎず，これだけですべ
ての規制の要因を分析することはできないが，80年代後半からの規制の変化に
影響した要因は，次のようにまとめることができるだろう。
　1）消費者利益の強調
　2）広告・販売促進手法の多様化への二一ズ
　比較広告にせよ，クーポン広告にせよ，適切に利用されれば消費者の利益に
なることはたしかな手法である。それまで公正競争規約等で実質的に利用でき
なかった広告や販売促進の手法が，消費者利益を拡大するという意味で解禁さ
れた。とはいえ，消費者からの欲求で規制緩和が達成されたものではないとこ
ろに特徴がある。
　3）外圧の強さ
　しかも，それが日本国内の企業主導ではなく，貿易摩擦を背景としてアメリ
カからの圧力によるものだったということが，80年代後半の規制緩和の特徴で
あったといえよう。
　4）業界主導での競争原理の導入
　それまで本格的な競争原理の下になかった銀行業界は，金融自由化を前に，
業界主導で広告活動を自由化した。広告活動の自由化は，銀行業界に競争原理
が導入されたことを示す一つの現象ともとらえられるが，公正競争の維持では
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なく，競争の促進が広告規制に変化を与えたことは特記する必要があるだろう。
　5）消費者の成熟への対応
　景品規制の緩和は，企業にとっては広告・販売促進手法の多様化ということ
になるが，受け手である消費者にとっては，比較広告やクーポン広告のように，
皆が一様に利益を得られる手法ではない。景品類の限度額の上昇は，もはや消
費者が，その程度のことで射幸心をあおられないほど成熟していることの裏返
しでもある。景品提供は，一つの販売促進手法であり，それ以上ではない。消
費者が成熟しているからこそ，規制を緩和できた例といえる。
　6）企業の自己防御
　たばこ業界の自主規制は，徐々に段階を踏んで強化され，たばこ愛好者以外
からの好感が得られるよう綿密に計画されたものである。成熟した社会で企業
が生き残るためには，特定の手段を犠牲にしても，自分たちの活動を維持して
いかなくてはならない。
　ごく最近の広告規制の変化の影響要因については，次のようにまとめること
ができる。
　7）さまざまな技術革新の影響
　ラップバスは，物理的には接着剤と特殊フィルムの開発が生み出したもので
ある。他県市で登録された車両に施されたラッピングを，東京都は規制できな
いという事情が，広告規制を有名無実化したということは，偶然ではない。思
いもよらない領域から広告規制に影響があることの一つの例である。医業・歯
科医業の広告は厳しく規制されながらも，消費者二一ズに支援されてホーム
ベージからの情報提供が進み，それが広告規凱を有名無実化するのも同じこと
である。
　8）消費者への情報提供の重要性
　弁護士広告の規制緩和，医業・歯科医業の広告規制緩和に見られるのは，消
費者がこれまでほとんど情報を与えられなかった分野からの情報提供である。
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送り手側が豊富に情報を持っているのに対し，受け手側はほとんど情報を与え
られていない，いわゆる情報の非対称性が存在する分野は依然としてある。命
や財産にかかわる可能怪のある医師や弁護士の選択には，多くの情報が必要で
あることを消費者側も理解している。しかし，そこ一には情報を選択し，分析し，
理解する消費者の自己責任が伴う。ここでも，消費者の成熟が前提になる。
　g）プロフェッションとビジネスの融合
　弁護士，医師といった職業は，たしかにビジネスと割り切りにくいものであ
る。これまで広告が厳しく規制されてきたのも，そこに要因がある。しかし，
これからはあらゆる業界に競争原理の適応される時代になっていく。弁護士，
医師の数が過剰になれば，競争意識なしには生き残っていくことはできないだ
ろう。プロフェッション意識が変わることで，広告活動は，これまでに利用さ
れなかった分野でも積極的に使われることになるだろう。
　10）広告倫理
　メデイア側からの広告掲載拒否に見られるのは，メディアと社会，消費者と
の関係を考えた企業の倫理観である。広告媒体のみならず，広告主として，広
告会社としてどのような理念で活動していくのか，広告を行っていくのかとい
う姿勢を明快に打ち出していくことが，これからの社会に求められている。
4．緒びにかえて
　本稿では，1980年代後半以降，日本の広告規制にどのような変化があったか
を概観し，その要因をまとめたものである。前述の広告規制の3本の柱から考
えると，不当表示の排除に関しては変わらないとしても，消費者保護は，成熟
して，自己責任意識のある消費者を想定した広告規制へ，という変化が見える。
公正競争の維持も，競争を排除したなまぬるい社会ではなく，弱肉強食に近い
競争社会を想定している。
　商品，サービスが多様化し，消費者は成熟し，細分化し，新しい競争相手が
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増え，広告手法やメディアも多様化する中で，広告規制は大部分が緩和される
傾向にある。しかし，規制の緩和は広告業界にとって必ずしも朗報とは限らな
い。そこには激しい競争が待ち受けているからである。
　21世紀に向けて，広告倫理が新しい広告規制の根拠の一つとなると考えられ
る。広告倫理ということば自体は，昔から存在しているが，漢然とした概念で
李る。少なくとも，法律や業界の自主ルールで簡単に処理できるものではない。
広告主，広告会社，広告媒体社が消費者や社会とどのようにかかわっていくべ
きか，という企業の理念と関係する。さまざまな広告手法や媒体が利用可能に
なる今後，最終的に広告業界に求められるのは広告倫理の再認識であり，倫理
観に裏打ちされた広告活動こそ，消費者の理解を得られるものではないだろう
か。広告規制と広告倫理の問題については，さらに研究の課題としたい。
溢ユ〕200C隼1月25日現在，認定されている公正競争規約は，景品関係が48件，表示関係が68件，合
　　計1ユ6件であ㌫公正競争規約は特定業種の事業者や事業者団体が景品表示法第10条の規定に基
　　づいて制定し，公正取引委員会の認定をうけるもので，法規制と自主規制の中間的な意味含いを
　　持つ二すべての業種に公正競争規約が存在しているわけではないむ
　（2）クーポン広告には，メーカーが発行するマニュファクチャラーズ・クーポンと小売店が発行す
　　るストア・クーボンがある。アメリカでは，メーカー発行のクーポンがほとんどの小売店で利用
　　できるクーポン償還システムが整傭されているが，日本では未整煽のままである。そのため日本
　　のクーポン広告はストア・クーポンが中心である日
13〕銀行業における表示に関する公正競争規約は，1998年6月に全面改正されている田
　14）　「懸賞による景品類の提供に関する事項の制隈」「一殺消費者に対する景品類の提供に関する
　　事項の制限」「広告においてくじの方法等による経済的利益の提供を車し出る場合の不公正な取
　　引方法」などがある。
　15〕箪体の所有者や管理者の氏名，名称，店名，もしくは商標，事業内容や営蒙内容を表示する広
　　告物は「自家用広告物」といわれるが，箪体の所有者以外の氏名や営業内容など，自家用広告物
　　とは雷えない広告物を「第三者広告物」という。
　㈹　車体の一側部（側面）につき．縦0，5m以下，面積0．3㎡以下のもの2枚以下，広告に交通安全
　　標語がある場合には縫C．6㎜以下，面積1．5㎡以下・（うちO．3㎡以」二は交通安全標語表示部分とす
　　る）のものを1枚，箪体後部には縦C，5m以下面積0．3㎡以下のものを1枚のみという規定があっ
　　た竈この規制によれば，第三者広告物あ最犬掲出可能面積は2，7㎡である。
　⑦　路線バスや路面電章の箪体を利用する広告は，本来であれば一「交通広告」に分類されるが，東
　　京都屋外広告物条例ではこれを「屋外広告」の形態の一つとしてい㌫
　18〕禁止広告物は1．電光表示装置等により映像を映し出すものなど，運転者の注意力を箸しく低下
　　させるおそれのあるもの，2、運転者をげん惑させるおそれのある，発光し，蛍光素材を用い，」又
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　は反射作用を有する広告物等，とされている。この他，色彩，意匠その他表示の方法が周囲の景
　観に調和したものであること，車体各面に表示できる広告物は2広告物以下とすること，車体の
　窓又はドア等のガラス部分については表示しないことなどもあげられている。
19〕　「弁護士の業務の広告に関する規程」第四条で，利用できる広告媒体として，1、名刺，事務用
　せん及び封筒，2、看板，3．挨拶状，4、事務所案内及び箏務所報，5、同窓会等の団体の会報及び名
　簿，6．日本電信電話株式会社等の発行する職業別電話帳，7．新聞，雑誌その他の定期刊行物，の
　7穫類をあげている。
l1Φ　「弁護士の業務の広告に関する規程」第三条で，広告できる事項として，1．氏名及び住所．2．
　自宅の電請その他ζれに準ずるものの番号，3．事務所の名称，所在地及び電話その他これに準ず
　るものの番号，4．所属弁護士会，5、弁護士登録の年月日，6．生年月日，性別及び出身地，7．学位．
　8．公認会計士，弁理士，税理士，不動産鑑定±着しくは海事補佐人の登録をしているとき，又は
　外国弁護士による法律事務の取扱いに関する特別措置法にいう外国弁護士の資格を有するとき
　燈録を必要とするものについては登録しているとき〕は，その表示，9．取り扱う業務，1O．事
　務所における執務時聞，1ユ．自己の所属する弁護士会の報酬に関する規定に定める法律相談料の
　額，の11項目をあげている。
ω　「病院広告の規制緩和」『日本経済新剛2000隼4月26日朝刊1頁鉋規制緩和により，医療機
　関は訪問りハピリ，高齢者が私設に短期入所するショートステイなど，介護保険の対象サービス
　の内容や紹介できる介護施設名などを広告で表示できるようになるという。
l12　「医療法」第69条では，次に掲げる事項以外は広告してはならないと定めている。1．医師又は
　歯科医師である旨，2．次条第一項の規定による診療科名（医業及び司会業につき制令で定める診
　療稗名），3．次条第二項の規定による診療科名（制令で定める診療科名以外の診療科名であって
　当該診療に従事する暖師又は歯科医師が厚生犬臣の詳可を受けたもの），4．病院又は診療所の名
　称，電話番号及び漸在の場所を表示する事項，5．常時診療に従事する医師又は歯科医師の氏名，
　6．診療日又は診療時間，7．入院設備の有無，8．前各号に掲げる事項のほか，第1皇条の二，繁一項
　第垂号に掲げる箏項（管理考の名葡，診療に従事する医師又は歯科医師の氏名，医師又は歯科医
　師の診療日及び診療時聞のほか，厚生省令で定める項目），9、その他厚生大臣の定める事項。
㈹　「ホームページは医療広告？」『日本経済新剛2000年2月15日朝刊39頁。
t14既存媒体社（マスメディア各社）が提供するウェブサイト，サーチエンジン（検索のためのサ
　イト，Yahoo1JAPANなど）などに掲出される横断幕（これをバナーという）型広告。バナー上
　をクリックすると広告主のウェブサイトにジヤンブする。テキストとグラフイックで注目を引く
　ことができるといわれている。
⑮　『進む広告の規制緩和　収集から選択の時代（医での触れ合い　もうと医療惰報を⑧）」正読充
　新聞』ユ997年1月22日朝刊22頁。
位匂　「医療の質向上へ処方せん　病院にサービス競争促す」r日本経済新剛1999年12月9日朝刊
　3夏。
⑰　「週刊誌広告の過激な表現に対し歯止めに桑り出す新聞社」［宣伝会劃2000隼2月108頁。
㈱　「ハレンチ広告　箪内お断り」r読売新剛2000年1月15日朝刊38頁。
09　「週刊誌広告の性表現に対応　審査業務強化相次ぐ」喧伝会劃2000年4月10C頁日
㈱　　「家庭に配れぬ扇情的な広告」「読売新聞j2000年1月4日朝刊2頁。
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